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Abstract: 

A business system, which is one of the social systems, is generally considered to include 

a technical system, especially machinery/facilities. However, in the past, many business 

theories without technical systems have been told. The IoT era is now in process, and the 

presence of technology systems in cyberspace is getting bigger. Consider business 

engineering that covers business related economics, organization, and computing. 

要旨 

 社会システムの一つであるビジネスシステムは、一般的には技術システム、特に機械・

設備を含むものと考えられている。しかし、従来、技術システム抜きのビジネス論が多く

語られてきた。今や IoT 時代を迎え、技術システムもサイバースペースでの存在が大きく

なりつつある。ビジネスにかかわるエコノミクス、オーガニゼーション、コンピューティ

ングをも網羅するビジネスエンジニアリングを考える。 
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自然のシステム

機械論的システム

文化のシステム

生存能力のあるシステム

機能的レベル
自然の

循環作用

人間の協議の

達成可能な循環

目的志向的に設計

されるメカニズム

物質的レベル
自然の

生物と物質

人間と

「構成部品」

設計された

「構成部品」

意味レベル
自然の

自己増殖

可変的な

社会的目的

特有な

人間の意図

システムの種類

問題レベル 生態系 社会システム 技術システム

そもそも、ビジネスデザインあるいはビジネスエンジニアリングという言葉は、散見さ

れてはいたが、体系だって議論されてこなかった。それは、ソフトウェアエンジニアリン

グに議論が集中していたからであろう。しかも、ソフトウェア開発の QCD(Quality, Cost, 

Delivery)の成功率が、最近まで低位であったことも災いしていたとも考えられる。 

しかし、最近の IoT、クラウド技術、さらには API などの情報通信技術の発展は、ソフ

トウェア開発を容易にするとともに、製品・サービスの迅速な開発、それらに耐えるある

いはさらに促進する組織の編成を求められるようになってきた。 

まさに、製品・サービスや組織も視野に入れた、新たなビジネスデザインあるいはビジ

ネスエンジニアリングの確立が求められていると言えよう。 

2. ビジネスシステム 

Ulrich & Probst (1991)1は、表 1 に示すように、社会システムは可変的な社会的目的を持ち、

特有な人間の意図により設計された「構成部品」から構成された技術システムとは異なるが、物

質的レベルでは人間と、設計された「構成部品」、すなわち技術システムというサブシステムか

ら構成されるとしているとしている。 

表 1 システムの体系的分類          ビジネスシステムあるいは

企業システムも社会シス

テムの一つと考えれば、当

然、自然の自己価値を持つ

生態系、すなわち自然のシ

ステムとも異なる文化の

システムではあるが、自然

のシステムと同様に、生存

能力のあるシステムとい

うことになり、物質的レベ

ルでは、人間と「構成部品」

（技術システム）からなることになる。 

さらに、諸制度と企業環境の諸次元として、図 1 を示している。そして、企業を取り巻く主

要なステークホルダーを示すとともに、①生態系的、②技術的、③経済的、④社会的の４次元を

あげている。 

 ここで、「生態的」、「技術的」、社会的」の 3 次元に、さらに「経済的次元」をあげてい

るのは、卓見といえようが、一方「供給者」（パートナー）はあげているが、「顧客」と「企

業」を結ぶ「チャネル」(Osterwalder & Pigneur (2010)2)をあげていないのは留意すべきで

あろう。また、ほぼ同時期に、Pruitt & Barrett(1992)3は、図 2 に示す個人、企業あるいは行

政などの仮想作業空間がサイバースペース上に実現されるとしている。すなわち、長年にわたっ

て開発し蓄積してきたツール類のぎっしり詰まった個人仮想作業空間を企業仮想作業   
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生態的次元
技術的次元
経済的次元
社会的次元

企業

被用者 国家

生態系的次元

技術的次元
経済的次元

社会的次元

企業

供給者

出資者
競争相手

顧客

企業仮想
作業空間

個人仮想
作業空間

大学仮想
作業空間

行政仮想
作業空間

行政仮想
作業空間

行政仮想
作業空間

個人仮想
作業空間

公共仮想
作業空間

企業仮想
作業空間

個人仮想
作業空間

大学仮想
作業空間

空間に接続すると、仮想企業内のオフィス

を介して同僚あるいは顧客の個人仮想空

間にアクセスできるようになる。そして、

物理的空間の制約を受けず、作業空間を付

け替えるだけで転職できるようにもなる

と考えたのである。この 1990 年代初頭の

仮想空間は、この数年後に普及したインタ

ーネットにより存在感を増し、予告通り、

生産社会や消費社会、ひいては社会全体に

多大な影響を与えることになった。すなわ

ち、デジタル社会の到来である。 

そして、Kauffman (1995)4が、「製 

品サービスは他の製品やサービスがつ   

図 1 諸制度と企業環境の諸次元         くり上げたニッチ、つまり生態的地位で 

「生きて」いる。 

たがいに取引することで得をする

ような生物圏の相利共生、相互依存と

同じものが経済圏にも存在し、製品と

サービスの広大な海の中でたがいの

取引を通じて得をするようになって

いる。」と述べているように、今や当

時は想像もできなかったような地球

規模で取引が行われるとともに、製品

やサービスの生存競争が激しくなっ

ている。 

 

 

 

 

図 2 仮想作業空間群 

 

3. エンジニアリング 

吉川洋(2012)5は、「古く中世まで遡る欧米のユニバーシティの中では、『実学』は医学な

どの例外はあるにせよ、重きをなしていない。近代に入ってからも、実学の代表格ともい

える工学はユニバーシティの外部で研究・教育されてきた。こうした欧米の伝統からすれ

ば、我が国の大学における明治以来の実学重視はむしろ例外であった。」と述べている。 

また、村上陽一郎(2006) 6によると、工学一般について主要八大学の工学部が 1996 年に
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組織した「工学における教育プログラムに関する検討委員会」が、2 年後に発表した工学の

定義では「数学と自然科学を基礎とし、時には人文科学の知見を用いて、公共の安全、健

康、福祉のための有用な事物や、快適な環境を構築することを目的とする学問」としてい

る。 

これに対し、イギリスの技術評議会は「エンジニアリングとは一つの職業であって、数

学、科学、技術を基礎とし、かつビジネスや経営に呼応して築かれた一つの明確な知識体

系で、ある特定のエンジニアリングの分野での教育と職業的訓練のなかで獲得されたもの

である。エンジニアリングは産業と地域社会のためのインフラや、財、サービスを発展さ

せ、あるいは保全することを目的としている」という。 

さらに、エンジニアリング教育については、de Weck et al (2011)7によると、「1747 年フ

ランスのルイ 15 世が、有名な建築家で現代では「構造エンジニア」と呼ばれているジャン

=ロドルフ・ペロネに対して、橋や幹線道路を建設する男たちを教育する任務を与えた。こ

れが、やがて 1775 年にフランス国立土木学校になったが、これが最初の公式な「エンジニ

アリングの学校」であろう。・・1794 年に設立されたパリのポリテクニークは、ナポレオン

によって 1804 年に陸軍士官学校に変更された。同校は一貫して「エンジニア」を教育し・・

現代でもポリテクニークの学生は、学業に励むことによって軍役の単位を取得できる。」と

いう。 

しかし、第二次世界大戦によって、科学への傾倒に拍車がかかった。戦時中、レーダー

や原爆のような最も驚くべき革新は、圧倒的にエンジニアではなく科学者が作り出したの

である。戦後、エンジニアリング教育者は、物理学、化学、数学の基礎がエンジニアリン

グ教育の中心になるべきだと信念にもとづいて新たな焦点を取り入れた。 

そして、「1980 年代には、米国企業のリーダーたちから、この変化が進み過ぎて実践から

離れすぎることに対して懸念が高まりはじめた、こうした懸念は、加速するグローバル市

場の発達と日本企業に対する基幹産業の敗北から生まれた。これに対し、設計と製造に再

び注力するようになった大学が多少あったが、限定的であった。しかし、同時にシステム

の複雑さが増すにつれ、エンジニアリングに関する問題の解決におけるマネジメントの役

割が高まった。」さらに、「エンジニアリング教育のリーダーは、システムの複雑性の増加

と社会が直面する問題に気づき、こうした困難を乗り越えてエンジニアリング教育にエン

ジニアリングシステムズの概念を導入しようとした。 

これらの記述を見ると、我が国の「高度成長」が、米国の「エンジニアリング」に少な

からざる影響を与えていたことが分かる。なお、「エンジニアリングシステムズ」について

も、「部分的デザインと部分的進化」の事例として、トヨタ生産方式(TPS)が挙げられてお

り、「トヨタが開発した統合社会技術的システムで、同社の経営哲学と実践で構成されてい

る。TPS は自動車メーカーの製造と物流を、供給業者と顧客との取引を含めて調整するも

のである」とし、さらに「ほとんどが特定の企業の内部で開始され、デザインされる TPS

のようなシステムは、長期にわたり学習効果を積み上げることで、非常に模倣しづらいシ

ステムとなり、大きな競争優位をもたらす。」とも述べている。 
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このエンジニアリング科学からエンジニアリングへの回帰、さらにエンジニアリングシ

ステムズへの傾倒に少なからざる影響を与えたと思われるものに Kline の著書(1990)8があ

る。それは、「イノベーションスタイル―日米の社会技術システム変革の相違」で、「20 世

紀のすべてを通じて、市場に新しい突破口（ブレーク・スルー）を作った製品を開発した

のは米国である。米国は第二次大戦後も、科学の分野、エンジニア教育の分野において、

指導的な国であった。一方、第二次大戦後、顧客ニーズに適合した製品、およびその製造

方法に関し、効果的なイノベーションを行ったのは日本であった。・・かくして、製品着想

の突破口は、通常、個人主義的な米国人によって引き起こされ、一方プロセスの改良、市

場ニーズの把握は、通常、グループ活動中心の日本人によって行われるようになった」と

述べている。 

一方、芸術がアーティザンとしての能力をも兼ね備えたアーティストによって創られて

いることも考え合わせ、以上のことを総括すると、芸術、技術、工術（エンジニアリング）、

学術（科学）の間には図 3 に示す関係があると考えられる。特に強調したいのは、エンジ

ニアリングと科学、技術さらに社会に対する位置づけである。 

 

      図 3 エンジニアリングの位置付け 

 

4. システムズエンジニアリング 

システムズエンジニアリングというと、その源流としてベルタランフィの「一般システ

ム理論」(1968)9が挙げられる。同書によると、1954 年にアメリカ科学振興協会の年会で「一

般システム研究会」が、①いろいろな分野の概念、法則およびモデルの同形性を研究し、

各分野間の有益な転用をはかること、②理論的なモデルの欠けている分野で適切な理論モ

デルの発展を促すこと、③異なった分野での理論的な努力の重複を最小限にとどめること、

④専門家間のコミュニケーションの改善を通じて科学の統一化を促進することを目的とし

て設立されたという。 

そして、具体的な課題、たとえばオーガニゼーションについては、生きた生物体であれ

社会であれ、オーガニゼーションの特性は全体性、成長、分化、階層的秩序、優位性、制

御、競争、等々の概念である。このような概念は伝統的物理学には現れてこない。システ

ム理論はこうしたことがらをうまく扱える。このような概念はシステムの数学的モデルの

範囲内で規定できるのだ。そのうえいくつかの点では、一般的な仮定から特殊な場合を演

繹する詳細な理論も展開できるとしている。また、社会科学とシステムについて、システ

ムの考え方の適用をもっと広い視野、すなわち人間の作るグループ、社会およびまた人類

全体にも試みなければならないとも述べている。 

一方、Johnson (1997)10は、その論文”Three Approaches to Big Technology: Opera-tions 

社会

芸術 技術 工術 学術
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Research, Systems Engineering, and Project Management ”で、第 2 次世界大戦(1939-45)

および冷戦中(1945-89)、科学者がオペレーションズリサーチを、エンジニアがシステムズ

エンジニアリングを、そしてマネジャーがプロジェクトマネージメントを創造したと述べ

ている。 

わが国でシステムズエンジニアリングがシステム工学として訳されて、初めて登場した

のは、日本科学技術連盟が翻訳出版した「システム工学」(1960)(Goode & Machol (1957)11)

であろう。この訳書には、今から思うと奇妙なことに、「大規模組織の設計への手引き」と

いう副題が付けられている。この訳語「組織」の原語は”system”である。まだ、システム

をシステムという言葉で表現するのに戸惑いがあったのであろう。 

その 3 年後に「OR とシステムズエンジニアリング」(Flagle et al.(1960)12)と題して、

OR(Operations Research)とシステムズエンジニアリング（言葉もシステムからシステムズ

に変わっている）の差異を次のように述べている。 

英国には、鉄鋼業、石炭業、道路および鉄道輸送、紡績、農業、煉瓦産業、製靴産業、

その他のためのオペレーショナル・リサーチ・グループが存在しており・・。米国におい

ては・・、病院、百貨店、スーパーマーケット、鉄道、新聞社、有料橋、電力利用、石油

精製などの問題に用いられている。 

一方、システムエンジニアリングについては、オペレーションズリサーチほどはっきり

した誕生や発展を（少なくともシステムズエンジニアリングという名においては）持って

いないように見える。カーチスレポート(1958)13は、システムズエンジニアリングというよ

りは、8 つのプロセスを定義しているに過ぎない。 

しかし、1960 年代に入ると、(Hall(1962)14が” A Methodology for Systems Engineer-ing”

（和訳：「システム工学方法論」）を発刊し、システム工学のパターンと称して、エンジニ

アリングプロセスあるいは今で言うライフサイクルを 5 つフェーズに分けている。 

さらに、システムエンジニアリングとプロジェクトマネジメントの関わり合いについて

は、Cleland & King (1968)(1975)(1983)15が”Systems Analysis and Project Manage－

ment”（和訳：システムマネジメント：システム分析とプロジェクト組織(1969)）を発刊し、

表 2 に示すように 3 つのフェーズ／8 つのステージ（出典：UNIDO (1975)）に分けている。 

一方、米国では 1991 年に特定の学問分野に偏らないシステムズエンジニアリングを標榜

して、NCOSE ( National Council on Systems Engineering)が設立され、1995 年には

INCOSE (International Council on Systems Engineering)に改称されている。そして、図

4 に示す「V カーブプロセス」を定義している。 

このように、これらの著書などが、何れも「ライフサイクル／フェーズ／ステージ」を

定義している。van Boeijen et al. (2013)16も指摘しているように、デザインあるいはエンジ

ニアリングにとって、「ステージング」が重要な方法あるいは手段であることを期せずして

示しているものと言えよう。 

また、我が国では「プロジェクトマネジメント」が「プロジェクト組織」と翻訳されて 
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フェーズ 目的

1 プロジェクトアイディアの同 プロジェクトあるいはプログラムの目標が同定

定予備(preliminary)分析 あるいは分析される

プロジェクトの目的と初期の全体スケジュールと

コスト見積が決定される

2 予備選択 可能な解決策(solutions)についてのアイディアが

代替構想(alternative concepts)に展開される；

望ましい技術的解決策が同定され格付けされる

3 実現可能性(feasibility) 目論まれた(envisaged)構想あるいは解決策と適

公式化(formulation) 切な(relevant)代替案を査定、評価し格付けする

4 格付後評価(post-feasibility 最も有望な代替解決策の採用決定

evaluation)と投資決定 資金供与が用意される(funding provided)

(decision-to-invest)

5 初期のプロジェクト遂行、予定策定、 全詳細図面、仕様書、資材表、スケジュール、計画、

詳細プロジェクトデザイン＆エンジニ コスト推算、その他の適切な文書化の照査と承認

アリング

6 契約と購入 適当な(appropriate)マンパワー、機器、製作と建設

(contracting and purchase) 施設、用役、資材、文書、その他全ての流通し役立つ

適切な基盤構成要素(infrastruture components)

7 設備建設と試運転（システム実行 完了、テスト済み、欠陥除去(debugged)、製品、設備

(system implementation)） またはシステムの検収（最適性能、期間とコスト）

8 運転（プロジェクトフェーズではないが、 常に最適なコストで運用可能な製品、施設または

接合目的とプログラム継続のため記入） システム

出典: United Nations Industrial Development Organization, 1975 

ステージ

準備または着手
(preparation or
initiation)

遂行（建設）
implementation
(construction)

運転

システム要求

サブシステム要求 サブシステム試験計画 サブシステム

コンポーネント

画面

製造

コンポーネント要求

コンポーネント設計 コンポーネント試験

プロダクト

コンポーネント試験計画

システム

システム試験計画

システム設計 システム試験

サブシステム設計 サブシステム試験

表 2 プロジェクトステージ 

図 4 V 字カーブプロセス 

いる。これは、プロジェクトマネジメントの源流とも言われている”Project Engineering  of 

Process Plants” ( Rase & Barrow (1957)17)が注目されていなかったからなのではなかろう

か。また、INCOSE の V 字カーブプロセスでは、「システム要求」が前提条件になってい

る。少なくとも、ソフトウェア開発では、長い間第一の失敗要因であったことは、大いに

留意すべきものと考える。 
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年 主題 副題 学会

2008 ビジネスデザイン序説 アセスメントからデザインへ JASMIN

2009 ビジネスデザイン序説 経営戦略の策定 JASMIN

2009 ビジネスデザイン序説 組織デザイン JASMIN

2010 ビジネスデザイン序説 グローバル戦略の構造 JASMIN

2011 ビジネスデザイン序説 戦略シナリオ再考 JASMIN

2011 ビジネスデザイン序説 システムズアプローチ再考 JASMIN

2012 ビジネスデザイン序説 サプライチェーンデザイン JASMIN

2013 ビジネスデザイン序説 ビジネスモデルの構築 SWIM

2013 ビジネスデザイン序説 ベンチマーキング再考 SWIM

2013 ビジネスデザイン序説 ビジネスモデルの成長 JASMIN

2014 ビジネスエンジニアリング序説 経営評価指標論考 JASMIN

2015 ビジネスモデルデザイン序説 ビジネスルール再考 SWIM

2015 ビジネスモデリング再考 第4次産業革命に備えて JASMIN

2016 サイバースペース革命 ビジネスモデルの体系とその構造 SWIM

2017 サイバースペース革命 ビジネスモデルの再体系化 JASMIN

2017 サイバースペース革命 マーケティング再考 SWIM

2017 サイバースペース革命 マーケティングとビジネスモデル SWIM

2017 サイバースペース革命 再考バリューチェーン SWIM

2018 サイバースペース革命 再考ビジネスエンジニアリング SWIM

2018 サイバースペース革命 我が国のサプライチェーン戦略 SWIM

2018 ビジネス科学序説(1) 企業システム JASMIN

2018 ビジネス科学序説(2) ビジネスエコノミクス JASMIN

2018 ビジネス科学序説(3) ビジネスエンジニアリング原論 JASMIN

2018 サイバースペース革命 再考企業組織 SWIM

2018 ビジネスコンピューティング再考 JASMIN

2018 サイバースペース革命 再考ロジスティクス・サプライチェーン SWIM

注記 JASMIN: 経営情報学会　SWIM: 電子情報通信学会SWIM研究会

ビジネスエンジ研究発表履歴

5. ビジネスエンジニアリング 

5.1.ビジネスエンジニアリング 

「Business Design」あるいは「Business Engineering」でネット検索すると、数冊しか

検索されない。その中で最も筆者の意図に沿うものは、Martin: 「The Design of Busi- 

ness: Why Design Thinking is the Next Competitive Advantage」 (2009)18と Blokdyk：

「Business Engineering-Practical Tools for Self-Assessment, 3rd ed.」(2018)／「Busin-ess 

Engineering Complete Self-Assessment Guide 」(2018)19である。 

因みに、筆者は「ビジネス・プロセス・エンジニアリング序説」（筆者(2002)20）と「ビ

ジネスデザイン序説」（筆者(2008)21）を発表している。さらに、筆者の発表論文の代表的

タイトルを表 3 に示す。                      

表 3 ビジネスエンジニアリング研究発表履歴       その内容はともかく、

少なくともタイトルに

ついて、筆者同様に、

Blokdyk も

「Assess-ment」を視

点とする「Business 

Engineer -ing」を取り

上げているのは、大い

に賛同するところであ

る。また、Martin がビ

ジネスエンジニアリグ

をデザインシンキング

の視点から取り上げて

いるのも筆者の意図に

沿うものと言えよう。  

さらに、両者を組み

合わせたPDCAサイク

ル、すなわち、CAPD

サイクルは、より現実

的なプロジェクトライ

フサイクルになるので

はなかろうか。 

  ビジネスエンジニアリングの対象あるいは範囲を考えるには、既に述べたように、ビジ

ネスシステムが Ulrich & Probst (1991) （前出）のいう社会システムの 1 つであるとする

と、その物質的レベルでは、「人間と技術システム」から構成されることになる。 

多くの場合、ビジネスシステムは機械・設備を除外して議論されているが、既にビジネス・

プロセス・リエンジニアリング(BPR: Business Process Re-engineering)では、図 5 
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(Harmon et al.(2001)22) （１部追記、実装のステージの後に運用と顧客を加えた）に示すよう

に、「商品・サービス」、「情報システム」、「人の働く仕組み」（組織）の再設計が取り上げ

られている。 

 

図 5 ビジネス・プロセス・リエンジニアリングの手順 

 ただし、ビジネス・プロセス・リエンジニアリングでは、「商品・サービスの再設計」お

よび「商品の生産と保守を簡単化」と言ってはいるが、「機械・設備の再設計」と言ってい

るわけではない。しかし、本論では「機械・設備」の「設計・構築」と呼び変え、「機械・

設備」の新設も含むものとする。 

機械設備については、産業組織論では、例えば Picot et al. (1997)23は生産組織の 2 つの

伝統的な基本原則はジョブショップの原則と流れ作業の原則である。そのほかに実践的に

重要な移動式の（建設・建造現場での）生産様式形態があるとしている。 

一方、市川惇信(1969)24は、ジョブショップ（機械系、多品種少量生産向き）、プロセス

（化学系、少品種大量生産向き）それらに加えて、もう一つネットワーク（用役系、ユー

ティリティ系）を加えている。 

何れにしても、図 5 に示すように、機械設備⇔情報システム⇔組織は相互に依存関係が

ある。まず、機械設備⇔情報システムの関係を示すものとして、図 6 製造実行システム(MES; 

Manufacturing Execution System)  図 7 製造操作情報 (IEC62264-1(2013)25)  図 8 一般

サプライチェーンモデル(Michigan State Univ.(Bowersox et al.(2002))などがある。 

設計 開発 実装 運用

（追記）

フェーズ4a
商品・サービス

の再設計

商品の生産と
保守を簡単化

（追記）

フェーズ1
エンタープライズ
モデルの作成

フェーズ2
現在のビジネス

プロセスの文書化

フェーズ3
ビジネスプロセス

の再設計

フェーズ4b
情報システム

の再設計

フェーズ5
再設計された
プロセス実装

顧客

会社のプロセス ワークフローを コンピュータ手順 ハードウェア取得 統合とテスト
を明らかにする 文書化する を編成し直す ソフトウェア開発 管理の取り決め

現在のプロセス 人のアクティビティ システム統合 トレーニング
コストを判断する を編成し直す プロセスの維持

人とコンピュータ 必要な変更

の変更を明らか
にする

分析

フェーズ4c
人の働く仕組み

の確立

BPR活動の管理
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レベルー4

レベルー3

レベルー2,1,0

ビジネスビジネスプランニング&ロジスティクス

プラント生産スケジューリング

オペレーショナルマネジメント他

製造製造製造オペレーション＆制御

実行生産、詳細生産スケジュー

リング、信頼性保証他

バッチ

制御

れ連続

制御

ででぃディスクリ

ート制御

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 6 製造実行システム 

 

 

図 7 製造操作情報 

 

 

 

生産スケジュール 製品実績

保守スケジュール 保守実績

品質検査ケジュール 品質検査実績

在庫スケジュール 在庫実績

製品定義 生産ケーパビリティ

保守定義 保守ケーパビリティ

品質検査定義 品質検査ケーパビリティ

在庫定義 在庫ケーパビリティ
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関連するマネジメント

情報、製品、サービス、財務および知識のフロー

　サプライヤーネットワーク

統合的企業

調達 市場流通

製造

原

材

料

最

終

顧

客

流通ネットワーク

生産能力、情報、コアコンピータンス、資本および人的資源などの制約

ビジネス

ICT

　　　アクティビティ　　　組織    　 ICT部品 ICTシステム

　　アクティビティフロー サービスを消費する 　　　要求する

図 8 一般サプライチェーンモデル 

つぎに、組織⇔情報システムの関係を示すものとして図 9 ビジネスバリューネットワーク

(Friesen et al.(2012)26)ビジネス（≒組織）と ICT の階層がある。これらの資料は、言うま 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 9 ビジネスと ICT の階層 

でもなく、同一の視点あるいは属性に基づいて作成されたものではないから、直接関連付 
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その他装置

流体フロー・ヒータ

熱交換器・蒸発缶

蒸留・吸収・吸着

反応器

プロジェクト

マネジャー

見積
プロセス

デザイン

経済・市場

分析 理論的・経

験的データ

研究

(Bench Scale) 物質・エネ

ルギー収支

パイロット

プラント

最初のプロセス

フローダイヤグラム

仕様書

機器購入
エンジニアリ

ングデザイン

と製図

スケジューリング

運転
プロセス

評価

プロセスフロー

ダイヤグラム

最終のプロ

セス仕様

建設
経営陣

または顧客

けることはできないが、「モノの流れ」や「情報の流れ」に統一して、機械設備、情報シ

ステムと組織のデザインあるいはエンジニアリングを進められるのではなかろうか。 

 

5.2.プラントエンジニアリング 

本論では、以下に述べるように、流れ作業の原則に基づく化学系プロセスプラントをと

りあげる。プロジェクトエンジニアリングの視点から、Rase & Barrow (1957)（前出）は

図 10 に示すような組織構造（１部）を示している。 

図 10 プロジェクト組織構造（１部省略） 

なお、一般的には、この図 10 に示す「プロセス評価」は、表 2（前出）(Cleland & King(1983))

の 3.実現可能性ステージで、「経済・市場分析」と合わせて策定される「フィージビリティ・

スタディ・レポート」（実現可能性評価報告書）に基づいて投資が決定される。 

そのレポートの１例を表 5 に示す。この表で、3、マーケット調査、6、運転費計算、7.

見積売上の 3 の各章は、むしろ、後に述べる「ビジネス・エコノミクス」で扱われるべき

ものと考えるが、少なくとも現時点では扱われているとは言えない状況にある。 
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OR SE PM

Biz.Eng.

Biz.Sci.

Biz.Eco. Biz.Org. Biz.comp.

フィージビリティ・スタディ・レポート

要約 (Exective Summary)

1 序論 4 プロジェクト記述 7 見積売上 (Pro Forma

2 検討基準と基本的考察 4.1 プロセス記述 Income Statement )

2.1 顧客提示の要件 4.2 オンサイト設備 7.1 売上量予測

(Terms of Reference) 4.3 ユーティリティ設備 7.2 販売価格予測

2.2 目的と方針・検討方法 4.4 オフサイト設備 7.3 売上高予測

2.3 検討基準と 4.5 総合配置図 8 キャッシュフロー試算と

スタディケースの定義 4.6 プロジェクトスケジュール 財務分析

3 マーケット調査 5 プロジェクトコスト推算 (Cash Flow Projection &

3.1 製品需要量の推移 5.1 オーナコスト Financial Justification)

3.2 製品規格の推移 5.2 投資資本推算 8.1 キャッシュフロー

3.3 マーケット予測 5.3 運転資産推算 8.2 財務分析

6 運転費推算 8.3 感度解析

6.1 原料 8.4 ケーススタディの評価

6.2 副原料 9 社会的経済性評価

6.3 用役 10 結論

6.4 労務費（組織図、給与）

また 8.キャッシュフロー試算と財務分析も扱われていない。したがって、エンジニアリ

ングエコノミクス」とし、ビジネスエンジニアリングの１分野とするかは今後の課題とす

る。                 表 4 フィージビリティレポートの 1 例 

6. ビジネスサイエンス 

6.1.ビジネスサイエンス 

前章で述べたように、ビジネスサイエンスの１分野として、ビジネスエコノミクスを取

り上げたが、Harmon et al. (2001)（前出、図 4 参照）がいう「人の働く仕組み」と「情 

報システム」の基盤となる組織論あるいはコンピューティング（増永良文(2013):コンピュ

ーティングサイエンス、コンピュータエンジニアリング、情報テクノロジー、ソフトウェ

ア工学、情報システムという 5 つの学問分野を包摂する学際的学問分野）が必要と考えら

れる。ただし、いずれもビジネス指向でなければならない。したがって、各々「ビジネス

組織論(Business Organizations)とビジネスコンピューティング(Business Computing)と

称することにする。これらの分野の関係を図 11 に

示す。 

なお、補足すると、ビジネス組織論としたのは、

企業組織論あるいは経営組織論と異なり、個々の

企業に限定せずに、企業間連携も大いに議論され

るべきものと考えたからである。 

 

図 11 ビジネスサイエンス関連図   また、従来ビジネスコンピューティングという 

こなす資格試験の分野を指してきたが、全く異なと、エンドユーザがビジネスソフトウェ

アを使いることは言うまでもなかろう。 
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タイミング 税金

　開始時期 　法人所得税など

　建設期間 　償却法（通常、定額法）

　運転期間 （通常15年） 財務

価格とコスト 　自己資本

　推算基準年 　自己資本利益率

　インフレーション年率 　借入金

　エスカレーション年率 注1) 　借入金利益率

運転 　返却期間

　生産量 　返却方法

　稼働率－運転開始年 　（通常、元利合計均等払）

　　　　　 －2年以降 注1) 製品のみに適用

経済性分析

投資経済性分析 財務分析

単年法 割引キャッシュフロー（DCF）法 資本構成分析
（多年法）

単純利益率 正味現価 正味現価比 流動性分析

(NPV) (NPVR)

回収期間 内部利益率

(I IR)

投機利益 リアルオプション（広義）

モンテカルロ デシジョン リアルオプション

DCF ツリー

6.2. ビジネスエコノミクス 

社会科学者のマックス・ウェーバー(M. Weber (1864-1920))は、自然科学は、社会的価値

に依存しない知識体系だが、人文学や社会科学は、社会的価値から自由ではないと述べて

いるという（村上陽一郎(2006)27）。確かに、その数は少ないが、社会科学の一分野と考え

られるビジネスサイエンスについても、ビジネス・エコノミクスと称する著書が発刊され

ている。 

何れにしても、ドイツの Industrie4.0 が目指しているように、今や IoT の出現により、

垂直的な製造実行システムと産業社会と消費社会（坂井素思(2003)28）を横断する水平的な

バリューチェーンが、サイバースペースで統合されつつあり、ディジタル・エコノミー（U.S. 

Department of Commerce (1998)29）の時代に突入している。あらためて、ビジネス・エコ

ノミクスを議論する価値があるものと考える。 

 まず、技術システムプロジェクトのフィージビリティ・スタディの経済性評価技術の評

価基準の 1 例を表 5 に示す（Parente (1984)30）。 

表 5 プロジェクト評価基準例         これらの項目の殆どは、エンジニ

アリングの問題と言うよりは、ビジ

ネス・エコノミクス、特にコーポレ

ートファイナンス (Brealey & 

Myers (2000)31) の問題である。 

同様に、技術システムの経済性評

価指標体系は図 12に示すように確

立されている（筆者(2015)32）。 

しかし、情報システムについては、

評価方法自体が確立され、適用され

ているという状況ではない。 

1960 年以来、企業における情報システム投資は増大の一途を辿ったが、1990 年頃になる

とその情報システム投資の経済的効果を巡って大いに議論された。しかし、その経済性評

価について決定的な手法が確立されることはなかった。そして、一時金融工学が華やかだ

った頃には、リアルオプションの適用が考えられたが、実を結ぶことはなかった。そもそ

も、リアルオプション自体がその計算に必要なボラティリティ（変動係数）の統計値を求

める方法を開発できなかったのである。  

この問題に突破口を開いたのが、唯一 Brynjolffson & Hitt (2003)33で、成長会計の枠組

みで、コブ=ダグラス型生産関

数を適用して、情報投資の有効

性を実証した。ただし、個々の

企業についての分析ではなか

った。 

そこで、同様に成長会計の枠
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組みで、設備費、情報投資と経費（人件費、研究開発費、広告宣伝費、あるいは研究開発

費）を投入要素とする独自の生産関数による分析を行った。その数式モデルを式(1),(2)に示

す（筆者 (2008)34, (2009)35 ,(2010)36）。 

 

図 12 投資経済性評価指標体系 

このモデルは、先ず図 12 に示す正味現価比（＝正味利益現価／総投資投資現価））（＝総

合利率））を求め、次にこの総合利率を設備費、情報投資と経費の各利益率配分している。

この計算式に基づく表計算モデルによる計算例を表 6 に示す。       

なお、この事例は、経費として研究開発費を取り上げている。この事例は総合利率(=0.773)、

設備利率(=0.506)、情報利率(=0.078)、研究開発費(=0.189)で、設備すなわち製品が利益を

先導していると言えよう。 

この事例は、経費として研究開発費を取り上げたが、人件費を取り上げれば組織利率を

求めることができる。すなわち、設備、情報、組織の各利益率は、それそれがサブシステ

ムである以上個々に切り離して分析することはできないが、それらの組み合わせとしては

評価できるのである。 

このアセスメント方法を利用すれば、各投資について PDCA サイクルを構築することが

できることになる。 

数式モデル(1),(2) 
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法人所得税
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ここで、 

正味現価利益率研究開発費：経費

味現価利益率：ソフトウェア投資正

価利益率：機械装置投資正味現

率：全投資正味現価利益

)(eR

Rs

Rm

Rms

 

すなわち、各投資が全体的に企業業績に寄与したかどうか、その寄与はどの投資あるい

は経費によりもたらされたかを明らかにすることができるのである。ただし、この分析は

過去の利益増の平均値を機械的に使用していることに留意しなければならない。 

従来のビジネス・エコノミクスの概要を把握するため、既存のビシネス・エコシステム

の成書を調査した。その成書を年代順に表 7 に示す。 

これらの成書のうち、④入門ビジネス・エコノミクスは「マクロ経済的」視点に立って

おり、⑤ビジネス・エコノミクスは一般的経済学的で「価格」まで踏み込んでいないなど

の理由から外し、残りの 3 つの成書の章立てを表 9 に示す。 

             表 6 表計算事例 
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表 7 ビジネス・エコノミクス成書一覧 

① Casson(2000)37「国際ビジネス・エコノミクス」 

② 伊藤元重(2004)38「ビジネス・エコノミクス」 

③ Nellis & Parker(2006)39「ビジネス・エコノミクス原理」 

④ 久保田克行(2006)40「入門ビジネス・エコノミクス」 

⑤ 藤江昌嗣(2016)41「ビジネス・エコノミクス」 

 伊藤元重は価格戦略に、Nellis & Parker は需要・供給からの価格決定に、藤江昌嗣は消

費者行動と企業の生産・供給行動に力点を置いている。何れにしても、表 5 に示した、生

産量×稼働率、製品価格などが合理的に推定できるようにするには、現在のビジネス・エ

コノミクスを、コーポレートファイナンスの取り扱いも含め、全般的に再構成する必要が

あると考える。 

 一方、Porter(1985) 42は企業活動を、図 13 に示すバリューチェーン（価値連鎖）として

捉えている（一部加筆、情報システム）。「ビシネスモデル」という言葉は、その言葉の性

質上、種々な概念レベルで使用されていることから、一義的に定義をするのは難しいが、 

A B C D E F G H I J K L M N O P Q 1

2 アステラス製薬 ラグ D-O 10.773 C-O 11.989 機器装置 0.702 2
3 2004-08年度 機器装置 8 2 C-G 5.526 ソフトウェア 0.763 3
4 E00920 0.05 0.50 ソフトウェア 5 1 1.00 E-O 9.616 経費 0.025 4

5 相対年度 (4) (3) (2) (1) 0 1 2 3 4 5 6 7 8 5
6 連結経常利益 110,156 202,588 197,813 284,193 271,451 6
7     -税引後利益 55,250 102,649 98,958 142,361 136,131 7
8     -増加額 47,400 (3,691) 43,403 (6,231) 20,220 20,220 20,220 20,220 20,220 20,220 20,220 20,220 8
9 　－増加額現在価値 54,871 (4,070) 45,573 (6,231) 19,257 18,340 17,467 16,635 15,843 15,089 14,370 13,686 220,832 20,498 9

10 機装前期末資産額 10
11 機装資産増加額 2,747 21,683 824 630 2,410 11
12  －減価償却額 343 343 343 343 343 343 343 343 12
13  －減価償却額 2,710 2,710 2,710 2,710 2,710 2,710 2,710 2,710 13
14  －減価償却額 103 103 103 103 103 103 103 103 14
15  －減価償却額 79 79 79 79 79 79 79 79 15
16  －減価償却額 301 301 301 301 301 301 301 301 16
17 ソフト前期末試算額 17
18 ソフト資産増加額 0 0 0 2,254 2,546 18
19  －減価償却額 0 0 0 0 0 19
20  －減価償却額 0 0 0 0 0 20
21  －減価償却額 0 0 0 0 0 21
22  －減価償却額 451 451 451 451 451 22
23  －減価償却額 509 509 509 509 509 23
24 24
25 キャッシュフロー 47,743 (637) 46,560 (2,544) 24,717 24,717 24,717 24,717 23,923 20,703 20,600 20,522 25
26    -現在価値 55,268 (703) 48,888 (2,544) 23,540 22,419 21,351 20,335 18,744 15,449 14,640 13,890 251,278 23,324 26
27 投資現在価値 27
28 　－機器装置 3,339 25,101 908 662 2,410 32,420 5,867 28
29 　－ソフトウェア 0 0 0 2,367 2,546 4,913 889 29
30 　－合計 37,332 6,756 30
31 経費 35,987 60,916 57,412 51,757 55,838 56,481 56,481 56,481 56,481 56,481 56,481 56,481 56,481 31
32 43,742 70,518 63,297 54,345 55,838 53,791 51,230 48,790 46,467 44,254 42,147 40,140 38,228 609,045 50,801 32
33 　－人件費現価 43,742 70,518 63,297 54,345 55,838 287,740 52,074 33
34 現価総合計 325,072 58,830 34
35 投資正味現価 213,945 16,568 35
36 収益性指標 0.773 0.282 36
37 連結経常利益回帰分析 37
38 　－機械装置投資利益 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 1,927 38
39 　－機械装置投資利益 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 15,211 39
40 　－機械装置投資利益 578 578 578 578 578 578 578 578 578 40
41 　－機械装置投資利益 442 442 442 442 442 442 442 442 41
42 　－機械装置投資利益 1,691 1,691 1,691 1,691 1,691 1,691 1,691 42
43 　－機械装置合計 1,927 17,138 17,716 18,158 19,849 19,849 19,849 19,849 19,849 19,849 19,849 0.506 43
44 　ー現在価値合計 2,125 17,995 17,716 17,294 18,004 17,146 16,330 15,552 14,812 14,106 13,435 164,515 0.234 44
45 　－正味現在価値 132,096 13,737 45
46 　－ソフトウェア投資利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 46
47 　－ソフトウェア投資利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 47
48 　－ソフトウェア投資利益 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 48
49 　－ソフトウェア投資利益 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 1,719 49
50 　－ソフトウェア投資利益 1,942 1,942 1,942 1,942 1,942 1,942 1,942 1,942 50
51 　－ソフトウェア合計 0 0 0 1,719 3,662 3,662 3,662 3,662 3,662 3,662 3,662 3,662 0.078 51
52 　ー現在価値合計 0 0 0 1,719 3,487 3,321 3,163 3,012 2,869 2,732 2,602 2,478 25,386 0.032 52
53 　ー正味現在価値 20,473 1,900 53
54 　－正味現在価値合計 0 2,125 17,138 19,436 21,646 23,170 23,012 22,862 22,718 22,582 22,451 22,327 152,569 15,638 54
55 　－経費利益 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 1,094 55
56 　－経費利益 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 1,763 56
57 　－経費利益 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 1,583 57
58 　－経費利益 1,359 1,359 1,359 1,359 1,359 1,359 1,359 1,359 1,359 58
59 　－経費利益 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396 1,396 59
60 　－経費合計 1,094 2,857 4,440 5,799 7,195 7,195 7,195 7,195 7,195 7,195 7,195 7,195 0.189 0.189 60
61 　－現在価値合計 1,266 3,150 4,662 5,799 6,852 6,526 6,215 5,919 5,637 5,369 5,113 4,870 61,377 11,108 61
62 現在価値総合計 251,278 26,745 62
63 　－差額の二乗*2 0.565 0.408 63

64 収益性分析 利益現価 投資現価 CF現価 正味現価 総合利率 設備利率 情報利率 経費利率 64
65 アステラス製薬 20,498 6,756 23,324 16,568 0.773 0.506 0.078 0.189 65

利益　　調
整率

年額　　換
算係数

利益係数
計算結果

計算基準
資本コスト 税率

耐用年数
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表 8 ビジネス・エコノミクス成書章立て比較 

 Magretta(2002)43はビジネスモデルを、「一つは物をつくることに関わる活動、すなわち

設計や原料の調達、製造など。もう一つは物を売ることに関わる活動、すなわち顧客の絞

込み、売り込み、売買の成立、製品やサービスの提供など」としている。「バリューチェー

ン」の視点から考えても、最も妥当な定義といえよう。 

 しかし、デジタルエコノミー（米国）、インダストリー4.0（独）、あるいは Social5.0/ 

Connected Industries（日本）という時代を迎え、バリューチェーンも変貌しつつある。 

 

すなわち、それは図 14 に示す企業間連携（著

者(2017)44）が常態化しつつあることを意味す

る。 

 既に、我が国でも、東レ－ユニクロという事

例があり、Kotler et al. (2017)45のいうマーケテ

ィング 4.0（伝統的なものからデジタルへの移

行であり、企業と顧客間のオンラインとオフラ

インの相互作用(interaction)を組み合わせるマ

ーケティング）を実践している。また、同時に、    

図 13 バリューチェーン     ロジスティクスがコスト要因から戦略的因子に

変わりつつある。 

ビジネス科学が社会科学の一つであるとすれば、その知識領域に社会的価値を論じるビ
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主要活動 顧客との関係

パートナー 価値提案 顧客セグメント

リソース チャネル

コスト構造 収益の流れ

ジネス・エコノミクスを含むことは当然であり、現に幾つかの著書が発刊されている。 

しかしながら、少なく

とも現時点では、ビジネ

ス・エコノミクスは体系

的な議論が十分に尽く

されていない上に、現在

進行中のデジタルエコ

ノミーにも十分に対応

していないと言えよう。

また、現時点のビジネ

ス・エコノミクスには、

投資経済性評価につい

て議論さえれていない         

のは、実践的要素に欠け     

図 14 企業連携バリューチェーン                 ているものと言えよう。 

 

6.3. ビジネスオーガニゼーション 

Groenroos (2007)46が、サービスは生産と消費が同時に発生すると述べ、さらにマーケテ

ィングは組織の機能やプロセスに浸透する顧客志向であり、価値提案を通じて誓約を交わ

すことであり、企業ならびに顧客あるいは顧客以外の関係者のプロセスにおいて価値創造

をサポートすることであるとも述べている。 

また、Osterwalder & Pigneur (2010)47は、「ビジネスモデル・ジェネレーション」で図

16 に示すように、パートナー（非競合企業との戦略的アライアンス、確実な供給を実現す

るバイヤー・サプライヤー）とチャネル（ウェブ販売、パートナーシップ）や、さらに情

報システムは当然のこと、技術開発の連携をも企業間連携が形成されるようになってきた

と述べている。 
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図 15 ビジネスモデルキャンバス 

そして、このような時代の到来を予想していたかのように、インターネットが急激に普及

しはじめた頃に、Picot et al. (1997)48が、その著書「組織」（和訳、新制度派経済学による

組織入門－市場・組織・組織間関係へのアプローチ）で、企業組織を論考している。 

一方、ビジネスエンジニアリング、特に情報システムの構築については、ビジネス・プロ

セス・リエンジニアリングについては組織が間接的に議論されていたが、一般的には、あ

るいはシステムエンジニアリングですら、ユーザーとコントラクターの境界に位置する「要

件定義」をシステム構築の出発点にしてきた。 

ただし、このアプローチを批判する議論がなかったわけではない。例えば、Ross & Lam 

(2011)49は、「ステークホルダーに、通常のビジネスではまるで不必要なレベルの詳細さで、

仕事を記述するように求めている。」と述べている。何れにしても、まずは企業組織のあり

方を、現在産業社会や消費社会に現在起こりつつあることを加味した上で、主としてビジ

ネスエンジニアリングの視点から考える。 

Picot et al. (1997)（前出）が次のように述べている。 

私たちが自分たちのニーズを自分たちの欲求充足に使える財と比べるときに、希少性を感

じるということは、一人ひとりの人間が確認できる現実の実態経済の基本的な構成条件で

ある。この希少性がいわゆる経済活動の出発点になっている。 

 希少性の克服にもっとも貢献するのは、分業と専門化である。この分業化と専門化の発

展のもう一つの同様にとても重要な結末は、それにともなって専門化した行為者が経済的

な自給自足を失うことから生ずる。専門化は、明らかに交換と調整という問題を生じさせ

る。分業、専門化、交換、そして調整の構造は、人間の意思決定と行為の計画された、ま

たは計画されていない結果である。 

企業組織は職務を効率的に達成する手段と理解される。それゆえ、組織構造が、企業の職

務の持つ組織とかかわる性質によって決まるといっても驚くべきことではない。重要なの

は、競争という条件の中では長期にはいつでも、企業が外部環境の変化のなかで生き残る

ためにしなければならない職務の方が組織構造を規定していくということである。 

次の 5 つの職務次元が重要である。それは、①職務の構造化の度合い②変動性③頻度（一

定期間内に処理される単位量）、④類似性と市場の近親性、⑤特殊性（職務を内部化するか

外部化するかの問題）である。また、組織構造の変数とは、①職務の配分、②意思決定権

の配分、③命令権の配分、④プログラム化の 4 つである。 

まず、企業が協調によって追及する目標としてもっとも頻繁に上げられものは、①生産コ

ストの節約、②リスクシェアリング、③不確実性の増大、④取引費用の節約、⑤ノウハウ

と生産能力の限界の克服である。    

そして、現実の組織間関係の現れ方さまざまであり、まだ統一的に体系化されていないと

いいつつ、重要なものとして、①水平的・垂直的合併による分類と②結合範囲による分類

の 2 つをあげている。 

まず、水平的・垂直的合併による分類について、企業の合併は、その提携が水平的か、垂
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直的か、あるいは横断的かによって区別される。水平的結合の場合には同一業種同一の価

値形成段階にある企業同士が結合する。垂直的結合形態とは、同一部門で異なる価値形成

段階にある企業同士提携する。コングロマリットあるいは横断的結合の場合は、異なる部

門の企業同士が合併する。 

次いで、結合範囲による分類について、まず考慮されるのは、契約期間あるいは合併の継

続性である。その場合には、1 つないし幾つかのプロジェクトを実現するための短期的なも

のと時間的に制限されない長期的な企業結合を区別しなければならない。 

さらに、協調は企業全体で行われることもあれば、個々の機能領域においてのみ行われる

こともある。たとえば、ロジスティクスにかかわる協調は、企業が調達や出荷にかかわる

ロジスティクスについて密接で長期的な契約による調整に合意する場合の提携の一形態で

ある。 

今日の状況において効率的とされた組織形態も時間の経過とともに、次のような理由でそ

の優位性を失うかもしれない。①新しい組織形態が開発される。②重要な状況の特性が変

化する。③より適切な理論が開発される。 

まず、新しい組織形態の開発について、資源の希少性とその結果として生ずる競争とは、

欲求充足のための新しくてよりよい手法を持続的に開発させ続ける。このようなイノベー

ションのプロセスは新しい製品と生産手法ののみならず、生産プロセスの組織化も巻き込

むものである。 

つぎに、重要な状況特性の変化は、希少性の変化であるかも知れないし、選好の変化の結

果かもしれないし、新しいテクノロジーが出現した結果かもしれない。 

さらに、よりよい理論の開発は、理論は論理的に矛盾しておらず、またそこから導出され

た仮説が経験的に論駁されていない限り、理論は真理であるという資格を持ち続ける。絶

えず、導出された仮説が経験的に論駁されたり、よりよい理論が開発されたりする可能性

はいつでもあると考えられねばならない。 

 桑田耕太郎・田尾雅夫(1998)50が次のように述べている。現下進行しつつある技術革新、

特に、コンピュータの導入に伴う新しい技術の採用は、組織デザインにおいて決定的な要

因になっている。それは、大量情報の情報技術がコミュニケーションの技術と連結して、

生産性や効率の向上だけでなく、組織の意思決定の方式を変更しようとしている。今後、

根底から組織の枠組みを変更することになるかもしれない。たとえば、タスクの変更、職

場組織の変更、組織の基本的な構造の変更を招来する。 

 コンピュータは、積極的に取り入れるためには、①技術的蓄積：それを受容して、組織

の効率的な運用に供することができなければならない。②技術と管理システムの適合関

係：管理の方式が、コンピュータ技術と適合していなければ、機能的ではなくなる。③人

的資源の確保：新しい技術は、それを活用するために研修や再教育を必要にすることであ

ろう。 

Picot et al. (1997)（前出）が次のように述べている。 

生産組織の 2 つの伝統的な基本原則はジョブショップの原則と流れ作業の原則である。そ
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のほかに実践的に重要な移動式の（建設・建造現場での）生産様式形態がある。 

ジョブショップの原則に従う生産においては、同種の機能ないし作業を行う仕事と経営手

段はすべて一つの生産技術的・組織的ユニットにまとめられる。生産物ないし製造タスク

は、そのつど必要とする作業に応じてこれらのジョブショップを通過しなければない。そ

のさい個々のジョブショップはいわゆる中間在庫によって切り離されている。 

流れ作業の原則による生産においては、機械と作業場所は生産物の加工工程の順序によっ

て配置される。したがって、いわゆる加工ステーションが空間的に直列に配置されるよう

になる。対象への集中化がどれほど強く行われるか、すなわち生産構造が一つの製品にど

れだけ合わせられるかに応じて、流れ作業生産は 2 つの基本形態、すなわち、ライン生産

とタクト生産に区別される。 

 新庄浩二(2003)51企業は多数の構成員からなる組織であり、企業が全体としてどのよう

に巧みに事業を行うかは、企業構成員をどのように動機づけ、どのように管理するかとい

う問題に大きく影響される。 

企業規模が拡大してくると経営責任者の管理責任が増し、次第に彼らの管理能力の上限に

近づいてくる。ここに、何らかの方法で、権限を下位に委譲し、経営責任者の負担を軽減

する必要が生ずる。権限を委譲していく一つの方法は、業務単位専門的職能別に編成し、

それを垂直的に統合する方法である。このような組織形態は単一構造(unitary form)と呼ば

れる。  

しかし、単一構造の企業がさらに拡張し、事業内容も多様化してくると、経営責任者の負

担が重くなるため、経営責任者が長期的・起業家的な管理活動と短期的・業務的な管理活

動を並行処理することができなくなる。こうした事態に直面して、組織運営の有効性を回

復すべく考案されたのが、多分割型構造(multi -divisional form)である。多分割型構造は、

単一構造の職能別部門に代えて、製品やブランド、地域の別に編成された半ば自律的な事

業部を、業務分割と責任割り当ての単位とする。事業部門はもちろん、さらに職能別に再

分割される。 

伊丹敬之・加護野忠雄(2003)52が次のように述べている。まず、ビジネスシステムの設計

のためには、3 つ基本的決定、すなわち、①分業関係の構造の決定、②情報、モノ、カネの

流れの仕組みの設計、③調整と規律のメカニズムの工夫が必要である。 

次に、組織構造とは、組織における分業と調整の体系のことであり、①組織における仕事

の分担をいかに行うか、つまり役割（職務）をいかに決めるか、②役割の間の指揮命令関

係をどうするか、③どのような役割同士を結びつけてグループ化するか、④役割の間の情

報伝達と協議のあり方をどうするか、⑤個々の仕事の進め方を、どの程度まで規則や規定

として事前に決めておくか（ルール化）という 5 つの基本設計変数についての選択である。 

さらに、「有機的組織と機械的組織－バーンズ＆ストーカーの研究」と題して、その比較

表を、「機械的組織は安定した環境の下での仕事に適し、有機的組織は不安定で変化に富む

環境での仕事に適していることを発見した。同じく、イギリスのウッドワードは、大量生

産技術を用いている組織には機械的組織に適し、個別受注生産や装置生産技術を用いてい
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る 

組織には有機的組織が適していることを発見した。」という注釈とともに、表 10 に示して

いる（矢島欽次・中村壽雄(1970)53）。 

表 9 有機的組織と機械的組織       吉田和男(1993)54が次のように

述べている。日本型経営システ

ムでは、個人は基本的に組織に

よって丸抱えされ、全面的に依

存することになる。 

協同的作業、分業の不明確、会

社の理由による職務、といった

日本型経営システムの特徴は果

たした責任が明確でないので、

貢献に対応して正確な報酬を払うことができない。そこで、組織全体でその成果をプール

し、一定のルールで分配することになる。ここでの分配の論理は責任・貢献への分配では

なく、生活保障的、平等主義的なものになる。 

一方、名和隆央(2010)55が次のように述べている。 

我が国では、親企業と部品メーカーの間に信頼関係にもとづく長期的な継続的取引関係が

形成されている。このような関係は、親企業からすれば、製品開発を円滑にすすめ易いし

取引先の選定コストを節約できるなどのメリットがある。また、部品メーカーとしても長

期的な経営の安定を図ることができるなどのメリットがある。わが国の自動車メーカーが

技術開発力やコスト競争力が強いとされるのは、コストの負担を下請部品メーカーに転嫁

できる生産構造が形成されているからである。 

岸田民樹(2005)56が次のように述べている。 

1960 年代に、組織と環境の相互作用を強調するオープン・システム・アプローチに基づい

て、企業がおかれている環境（状況要因）と組織の適合が好業績を導く、と主張する一群

の研究が表れた。環境と総称される状況要因はさまざまであり、その定義もまちまちであ

る。一般に次の 7 つの要因が環境と呼ばれる(Evan(1976)57)。①組織風土、②コンテクスト、

③課業環境、④組織セット、⑤活動領域、⑥社会的背景（文化）、⑦社会環境（社会構造） 

 状況適合理論において、とくに取り上げられたのは、技術と規模であった。技術と組織

構造の関係に焦点を当てた議論を紹介する。 

第 1 に、技術の歴史的発展順序とその複雑性（生産プロセスが統制可能でその結果が予想

可能である程度）は一致する。すなわち、生産技術は大きく、①単品・小バッチ生産、②

大バッチ・大量生産、③装置生産の順に発展してきた。注文に合わせてつくられる単品生

産は、最も古い、単純な生産方法である。 

第 2 に、この 3 つのタイプの生産技術と組織構造の間には、一貫した関係があった。1 つ

は生産技術の複雑さに比例して、組織構造特性が直線的に比例する場合である。もう 1 つ

は、技術尺度の両端（単品・小バッチ生産と装置生産）で、組織構造特性が類似している
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というパターンである。 

第 3 に、調査した各企業の業績（収益性、市場地位、管理者の転職率）を平均より上と

下に分けると、組織構造特性が中位数（メディアン）付近にある企業の業績はよく、そこ

から乖離している企業は業績が悪かった。言い換えれば、技術（内部環境）と組織構造が

適合している企業は業績が良かった。 

事業環境の不確実性に従って、組織の分化が生じる。組織が全体として高い業績をあげる

ためには、この分化された諸活動を効果的にまとめなければならない。  

そのためには、競争上最も重要な問題（競争戦略）に関して必要とされる相互依存性の周

りに、諸活動の調整・統合が要求される。すなわち、環境の不確実性が高くなるほど、よ

り複雑な分化が必要とされ、複雑な分化はより多くの統合努力を要求する。 

この統合のための手段が統合メカニズムとコンフリクト処理である。こうして、環境の

不確実性と組織の内部特性である組織過程（分化－統合）の適合が高い業績をもたらす

(Lawrence & Lorsch (1967)58)。 

 Thompson(1967)59は、不確実性を生み出す源泉として、技術と課業環境をあげている。

組織デザインにおいて重要なのは、中核技術を担う単位と、環境との相互作用を媒介して

不確実性に対処する対境単位とを、どれだけ分離できるかである。 

第 1 に、組織が安定的な環境に直面しており、計画(scheduling)によって調整すれば、中

核技術と対境単位を分離できるなら、本社が基本計画を通じて集権的に管理することが効

果的である。そのために、専門化を行って各単位を分離し、これによって効率化を図り、

本社からの計画に基づいて各専門職能活動を調整し、それらを全体の目標に適うよう統制

する。環境の不確実性が増大しても、在庫、取引の平準化、環境変化の予測、資源の割当

制限などによって、中核技術と対境単位とを分離できるから、上述のような職能部門制組

織による管理は有効である。 

第 2 に、環境が動態的で、中核技術と対境単位が相互に依存しあう場合には、これらを独

自の活動領域（製品－市場分野）を持つ自己充足的な単位へと編成すことが必要となる。

これは、一般に分権化された事業部制組織と呼ばれる。多角化戦略のもとでは、企業はい

くつかの事業部を持ち、各事業部が生産や販売の職能部門をそれぞれ持つことにより、自

己充足的な事業部として、独自の製品－市場分野に直面している。 

第 3 に、技術変化の速度が速く、環境がより動態的になるにつれて、組織はさらに柔軟で

適応的であることを要求される。すなわち、一方では通常業務を遂行するために職能別の

専門化に基礎をおいた組織が編成されるが、他方では通常の業務とは異なった作業あるい

は注文作業を処理するために、職能別に専門化された部門から特別な作業のための人員が

選別されて、タスク・フォースが展開される。 

Galbraith(1973)60は、課業の不確実性（課業の遂行に必要な情報量と、組織がすでに持

っている情報量との差）という点から、組織デザイン戦略を体系的に展開している。まず、

組織設計の諸方策として、図 17 と表 11 に示す方策をあげている。 
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4 調整付加

資源の投入

5 自己完結的

職務の形成

6 縦系列の情報処

理システムの改善

7 横断的関係

の形成

　　1 ルールとプログラム

　　2 階層構造に基づく意思裂蹄

　　3 目標設定

情報処理の必要を軽減

していく方策

情報処理能力を向上

させていく方策

不確実性の低い、画一的で反復的な状況であれば

相互依存性を調整するルールやプログラムを明記

不確実性の増大で、事前にプログラム化できない

例外事項が発生する場合は共通の上司に上申する

上述の2つ方法ではコミュニケーションに大幅な

時間遅れが生ずる場合は当事者の自由裁量で選択

スラックの捻出を作り出すことであり在庫、納期

延期、業績水準引下げで時間や資源の余裕を作る

自律的課業統括で、製品やプロジェクトの周りに

一組の職能を揃え自律的単位（事業部）をつくる

垂直的な情報システムによる大量の情報処理で計

画更新を頻繁にして上申される例外事項を減らす

水平的関係の確立であり、当該の問題に直接関連

する人々がグループを形成して問題の解決を図る
7

1

2

3

4

5

6

また、八木陽一郎

(2011)61によると、

経営組織について

の論述のなかで、表

12 に成長段階モデ

ルを提示して(Grei 

-ner(1972)62)。組織

設計に当たって、大

いに参照すべきモ

デルと言えよう。、

すなわち、現時点の

自社の位置付けを 

図 16 組織設計上の諸方式         

認識できる場合には、この成長モデルから、次に訪れるかも知れない課題に対する処置を

事前に準備できるだろうであるからである。 

 

表 10 組織設計上の諸方策列記 

Laloux(2014)63は、現存する組織と

して、次の 4 っつの組織をあげてい

る。 

(1) 駆動型組織－労働分担、指

揮権限       

組織をつなぎとめるのは恐怖、環境

変化に対して、極めて受動的で、短

期志向で混乱には強い。 

(2) 順応型組織－正式な役割、

長期的プロセス 

ピラミッド型の階層構造に適用さ

れる極めて型にはまった役割。  

トップダウンによる指揮命令。厳

格なプロセスによる安定重視。未来

は過去の繰り返し。 

(3) 達成型組織－イノベーション、実力主義 

目標は競争に勝つ、利益をあげ、成長を目指し、前進のための鍵はイノベーション目

標達成のための経営。 

(4) 多元型組織－権限委譲、価値観重視 
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第1段階 第2段階 第3段階 第4段階 第5段階

マネジメント 製品と販売 活動の効率 市場の拡大 組織の強化 問題解決と

の焦点 革新

成長を促進す 創業者の企業家 有能なマネ 分化した組 全社的な一 個人の自発

る要因 精神や従業員間 ジャーや管 織構造によ 体感を生み 性とチーム

の頻繁なコミュ 管理的な体 る権限委譲 出すシステ ワークを重

ニケーションに 制を特徴と ム構築によ んじる協働

よる創造性 する指揮 る調整

組織構造 非公式的 集権的で職 分権的で地 ライン・ス チームのマ

能的 域的 タッフと製 トリクッス

品グループ

マネジメント 規模の拡大に対 従業員の自 現場の統制 形式偏重主 従業員のメ

の危機を招く 応するリーダー 主性の危機 の危機 義の危機 ンタルな危

要因 シップの危機 機

出典 Greiner(1972) 八木陽一郎(2011)

表 11 Greiner の企業成長モデル 

ピラミッド組織、文

化と権限委譲を重視、

従業員モチベーショ

ンを高める。 

そして、「進化型組

織」として、パラレル

構造、個別契約の網構

造、チームの入れ子構

造の 3 つをあげ、これ

らの組織構造、あるい

は亜種や混合型のう

ち、どれが向いている 

かは、組織の規模と種

類によって自然といずれかのタイプが必要とされるとしている。 

 

最後に、具体的な組織設計という視点で、「組織論」、「産業組織論」、「経営組織論」、「経

営行動論」の 4 つを比較すると、やはり的を射ているのは、「経営組織論」と言えよう。 

ただし、「経営行動論」の成長段階モデルあるいは個人行動についての研究は、

Laloux(2014)（前出）の「進化型組織」を考える際に役立つのではなかろうか。逆に、こ

れらの研究に、そのように方向付けが必要なのではなかろうか。 

とは言え、これらの組織論は、個々の企業を対象にしており、ビジネスモデルあるいはバ

リューチェーンの視点からは議論していないように思われる。しかし、組織論と産業組織

論については Picot et al. (1997)が最も網羅的であり、経営組織論の中では、Galbraith が

組織デザインについて、しかも情報処理の視点から、最も系統的かつ具体的に述べている。 

何れにしても、全般的には、バリューチェーンで取り上げているレベルでの機能単位で、

もっと企業間連携も含め議論されるべきものと考える。また、Laloux(2014)（前出）が提

議している進化型組織についても、組織行動論を深化させつつ議論していくべきではなか

ろうか。 

 

6.4.ビジネスコンピューティング 

6.4.1. 情報通信技術の進展 

米国では 1997 年に「電子商取引の世界化構想」が発表され、ドイツでも、2011 年に

Industrie4.0 が国家プロジェクトとして採択され、わが国も遅ればせながら 2016 年初めに

第 5 期科学技術基本計画を、引き続いて科学技術イノベーション総合戦略 2016 が発表され

た。 

 これらの新産業革命と同時進行的に進歩しているのが情報通信技術である。Iansiti & 
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Levien (2004)64 は、次のように述べている。ビジネスネットワークは、今やかってないほ

ど現代の経済に浸透しているが、この結果は過去数世紀にわたって社会的、経済的、政治

的、技術的なシステムの漸進的な変化によりもたらされた。 

エンタープライズ・コンピューティングの分野で、初めて広く利用される緩やかな連結

のネットワーク・アプリケーションは、1980 年代に出現した EDI (Electronic Data Ex‐

change、電子データ交換) 標準だろう。EDI は、組織を超えた調達や受注管理などのビジ

ネスプロセスを接続するために広く使われた。 

インターネット・アプリケーションの第一世代は、膨大な企業データを格納していた旧

来の伝統的なシステムやクライアント・サーバー・システムとの統合には失敗した。しか

し、1990 年代後半、XML (Extensible Markup Language) は、多くの既存の異なるコンピ

ュータ・プラットフォームを結ぶのに必要なフレームワークを提供した。 

各種多様なデータは最終的に、「ウェブサービス」（山本陽平(2010)65）（後述）を介して、

他のネットワーク参加者からもアクセス可能になり、ビジネスネットワーキングは新しい

段階を迎えた。EDI や HTML (Hyper Text Markup Language)、XML などの標準が広く

普及した結果、企業が技術的なインフラストラクチャとビジネスプロセスの両方を統合で

きる、本当の意味で相互接続されたエコシステムが創出されることになった。 

 

6.4.2. 電子商取引の現状 

 一方、企業は今やデジタル

ビジネスを成長させるた

めの API 中心のアプロー

チを積極的に採用してお

り、apigee (2016)66は、24

ヶ所のデータセンターか

らなる数百の顧客からの、

2014 年と 2015 年のクラ

ウドで見られる何億もの

API コールトラフィック

を図 18 のように示してい

る。 

 

図 17  API コールトラフィック 

 

 ここで、取り上げているのは、内部業務イニシャティブ(Internal Operations Initiative)

（主として販売サポート）、パートナー／チャネル・エンゲージメント(B2B)、顧客体         

験イニシャティブ(B2C)である。 

 B2B が最も大きな割合を示しているのは、企業間連携すなわちビジネス・エコシステム 
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の形成が盛んになっていることを示しているのではなかろうか。 

 

6.4.3. コンピューティングの定義 

増永良文(2013) 67によると、米国の学会 ACM と IEEE-CS ではコンピューティングを、

「コンピュータサイエンス、コンピュータエンジニアリング、ソフトウェア工学、情報テ

クノロジー、情報システムという 5 つの学問分野を包含する学際的学問分野である。」とい

う。 

なお、この 2013 年以前には、用語としての定義はともかく、エンタープライズ・コンピュ

ーティング（企業のあらゆる情報システムを統合・処理する（宍戸周夫(1998)68））、パーソ

ナルコンピューティング（日経パソコン編集(2013)69）という用語は既に存在している。そ

して、ビジネスコンピューティングについては、日本商工会議所が日商 PC 検定試験（後援

経済産業省）の一分野として認定していた（ウィキペディア(2018)70）。 

 ただし、現在進行中の新産業革命に

ついては、このような名称はない。そ

こで、本論では、インダストリアルコ

ンピューティングと呼ぶ（筆者(2015)71）

ことにし、図 20 に示すように、コーポ

レート（エンタープライズに代えて）、

パーソナル、ソーシャルの 4 つのコン

ピューティングをビジネスコンピュー   

図 18 ビジネスコンピューティング     ティングと呼ぶことにする。 

  

6.4.4. クラウドコンピューティング 

 小林雅一(2005)72が次のように述べている。クラウドコンピューティングは、パソコン中

心の情報処理からインターネット中心の情報処理へと向かう、IT 産業のパラダイム転換を

指す。たとえば従来、ユーザがパソコンで動かしている各種のアプリケーションソフトと

同等の機能を、Web 関連企業がインターネットでサービスとして提供している。 

また、ユーザも、自らのデータをパソコンからサイバー空間、つまり Web サーバーへと移

し、どんな場所、どんな端末からでも、インターネット経由でデータを使えるようになる。 

 

6.4.5.  Web サービス 

 青木利晴(2005)73が、Web サービスについて、次のように述べている。 

 Web サービスのインターフェースは、マシンが処理可能なフォーマット（具体的には、

WSDL( Web Services Description Language)）で記述される。Web サービスとの対話は、

その Web サービスのインターフェース記述で既定された方法に従い、SOAP(Simple Object 

Access Protocol)メッセージを使って実行される。その場合、そのメッセージは HTTP 

(Hypertext Transfer Protocol)を使って配送され、メッセージは他の Web 関連標準に従っ
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て XML(Extensible Markup Language)化される。 

 

6.4.5  API 

 平山毅(2016)74が次のように述べている。クラウドでは、Web API を利用するのが一般的

で、HTTP(HTTPS)プロトコルを利用してネットワークを介して呼び出す API のことであ

る。Web 上でユニークな URI(Uniform Resource Identifier)に対して、HTTP リクエスト

を投げて、レスポンスとして情報を取得するのが基本的処理である。 

そして、例えば、Google(2018)75から、図 21 に示すような、API 管理フォームが提供され

ている。 

図 19 APIGEE API プラットフォーム 

 ここで、Bot は自動化ソフトウェアの総称、IDEM は略語 ID の元の言葉である。 

 

6.4.6.  IoT サービス 

 NTT データ(2015)76によると、デバイスはネットワークに接続され、「センシング」（デ

バイス自身の状態やまわりの環境の状態を収集してシステムに通知する動作）と「フィー

ドバック」（システムからの通知を受けて、情報の表示や指示された動作を行う）という 2

つの役割を果たしている。 

デバイスから IoTサービスにつなぐネットワークにはインターネット回線が用いられる。

プロトコルは、Web サービスで広く使われているプロトコルや HTTP などや他の軽量なプ

ロトコルも利用される。ゲートウェイは、複数のデバイスを接続することができ、インタ

ーネットに対して直接接続できる機能を持つ機器やソフトウェアのことで、Linux が多く用

いられている。 

 

6.4.7. RPA (Robotic Process Automation) 

 安部慶喜、金弘潤一郎(2017)77が次のように述べている。画像認識技術が様々なシステム

の入出力画面を認識できるので、画面上の入出力先のフィールドを見つけて値を入力した
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り、ボタンを押したりすることができる。 

さらに、人間が作業を実際に行っている様子を RPA ツールが認識し自動的にプログラム

に変換し、作業を再生することが可能になった。 

 これらの技術の進歩によって、様々な既存システムやアプリケーション、ネット上のホ

ームページといった様々な媒体を縦横無尽にデジタルレイバーに処理させることが簡単に

処理させることができる。 

 

6.4.8. ブロックチェーン 

 Drescher (2017)78は、ブロックチェーンを、データ構造、アルゴリズム、テクノロジス

イート（技術の集合体）、共通の応用領域を持つ純粋な分散型の P2P システムの総称として

説明している。 

(1) データ構造: データをブロックという単位にまとめることを意味する。 

(2) アルゴリズム: 純粋な分散型 P2P システムにおいて多数のブロックチェーンデータ

構造の情報内容を協議・決定する一連の命令を表す。 

(3) テクノロジスイート:データ構造としてのブロックチェーンとアルゴリズムとしての

ブロックチェーンに対し、暗号化とセキュリティの技術を組み合わせたものを表す。 

(4) 共通の応用領域を持つ分散型の P2P の総称:複数の台帳からなる純粋な分散型の P2P

システムの総称として用いられる。 

 NTTDaTa(2016)79は、技術的にクリアしなければならない課題も多く、多領域で模索が

続いているのが現状で、本格なビジネス導入には早くても 2～4 年程度は要すると現時点

（2016 年）では考えられるとしているが、下記の事例をあげている。すなわち、食品流通

を取り上げ、生産会社、商社、倉庫会社、食料卸会社、外食チェーン、廃棄業者の各社が

個別に台帳情報を保持、P2P ネットワークを使って、台帳情報をブロックチェーンを使っ

て共有するとしている。 

 

6.4.9.人工知能 

 本橋洋介(2018)80が次のように述べている。人工知能の役割は「認識」「分析」「対処」に

分けることができる。 

(1) 認識の具体例には、画像認識、音声認識、文章解析・文意認識.、異常検知、 

(2) 分析の具体例には、数値の予測、イベント発生の予測、 

(3) 対処の具体例には、行動の最適化、作業の自動化、表現の生成 

山口雄大(2018)81は、需要予測とは、可能な限の客観的な根拠に基づく仮説をもって、必

要とされる商品の量を算出することであると定義して、次の 5 種の需要予測 AI があると述

べている。 

(1) 変動追従型、(2) 根拠探索型、(3) 変動察知型、(4) 要因予測型、(5) ゼロベース型 

そして、情報の流れという側面では、需要予測がサプライチェーンのトリガーになると

している。上述のブロックチェーンと連動させると、サプライチェーンの自動化が実現す
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るのではなかろうか。 

 

6.5. 考察 

 ISO/IEC/IEEE42010(2011)82によると、モデルと言う言葉は二つの意向で使用されてい

る。第一に、普通の言葉の意味で使われている。第二に、アーキテクチャモデルという言

葉で具体的に表現された構成の要部分を定義する限定的な意味で使用される。 

 Ross & Lam(2011)83は次のように述べている。ビジネスアナリシスで設計するビジネス

モデルは、何を構築し、管理し、運用し、変更し、廃止する必要があるかを検討するもの

である。ビジネスモデルを用いてビジネスソリューションを設計するかといって必ずしも

ソフトウェアを開発するわけではないが、ソフトウェア開発が伴うなら（通常伴う）、その

ビジネスモデルは強固な基盤を持つ。しかし、もはやソフトウェア開発を前提にしないモ

デリングは存在しないのではなかろうか。 

今や、前述したように、企業はデジタルビジネスを成長させるために、API 中心のアプ

ローチを積極的に展開している。新産業革命の今後の発展、あるいは IoT などの情報通信

技術のさらなる進歩は、ビシネスコンピューティングに新たな進展をもたらすと考えられ

る。そして、また行政の関与も考えざるを得ない状況になるのではなかろうか。 

例えば、120 社超の企業と政府が連携し、栽培履歴や農機の稼働状況などのビッグデータ

に気象や地図など官公庁の情報を合わせて分析して企業に提供し、農家の生産性を高める

（農業データ連携基盤協議会(2018)84）というようなことが農業分野で起ころうとしている。 

そこで、ビジネスコンピューティングをビジネスモデルの視点からみる切断面、すなわ

ちビジネスモデルの構成は図 22 に示すようになる（筆者(2018)85）。そして、少なくともデ

ータを活用するビジネスモデルが多く誕生するのではなかろうか。データ駆動社会の到来

である。 

 新産業革命を推進すべく、各国で産

官学が一体となって努力している。同

時に、情報通信技術にもさらなる進歩

がもたらされようとしている。そして、

コンピューティングあるいはビジネス

モデルの世界も、行与するなどして、

大きく変わろうとしている。政が関与

するなどして、大きく変わろうとして

いる。 

図 20 ビジネスモデルの構成 

          

ビジネスコンピューティングも、ビジネスサイエンスの一分野として、他の分野、すな

わちビジネス・エコノミクス、ビジネスオーガニゼーションとともに再構築し、ビジネス

エンジニアリングを通して、新たな社会の実現に期すべきものと考える。 
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7.おわりに 

 本論が目指したビジネスエンジニアリング、すなわち従来統一的に行われていたとは言

えなかった、機械設備、情報システム、組織を統一的にデザインし、エンジニアリングす

ると言うことは、まだまだ緒に就いたばかりで前途遼遠である。 

 しかし、情報通信技術あるいは人工知能などの進歩は急速に進みつつあり、社会全体に

急激な変化をもたらしている。しかも、我が国のみならず多くの先進国が中国などの新興

勢力の激しい挑戦を受けている。 

 わが国が戦後築いてきた製造業の強みも、米国の IT 企業がリードするデジタルエコノミ

ーに飲み込まれようとしている。それに対抗するには、製造業の強みを生かしたビジネス

モデルを構築するしか生きる道はないのではなかろうか。 

 そのためには、本論が目指す新たな「製造業の強み」と「ビジネスコンピューティング」

を活かしたビジネスエンジニアリング」の確立と実行が不可欠と考える。 

 それは、Marshall (2000)86による「企業情報システムの一般モデル－UML によるビジネ

ス分析と情報システムの設計」(2001)で、「数千年もの間存在してきた契約と法律の原理に

基づく概念と、複雑適応系の研究からの新しい知見を、いろいろな事業体アプリケーショ

ンに適用すれば、それをあたかも 1 つのグローバルなビジネスネットワークの一部である

かのように機能させることができるであろう。」というビジネスエンジニアリングについて

の主張にも通じることになるのではなかろうか。 
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